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は　じ　め　に

　世界銀行は「世界開発ネ ソトワーク」（Ｇｌ．ｂ．１Ｄ。。。１．ｐｍ．ｎｔ　Ｎ．ｔｗ。。
ｋ， ＧＤＮ）を１９９９年１２月のホン

会議において正式に立ち上げた。この会議には，世界の各地から６００名を超える人々が参加した 。

　　　　　　　　　　　　　　　　１）
立命館大学からは，筆者を含む３名が派遣され，ワーキングセッションで発表を行うとともに ，

マーケット ・プレイスにおいても立命館アジア太平洋大学への留学生の招へいなどにつきプレゼ

ンテーションを行い，さらにドーナーズ会議においてもｒドーナーとしての大学」について発言

した。この小論は，このような動きについて簡単な報告を行うとともに，世界開発ネ ットワーク

における大学の役割について論じようとするものである 。

　また，世界開発ネ ットワークと並行して世界銀行ではｒ世界遠隔学修ネ ットワーク」（Ｇ１．ｂ．１

　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
Ｌ．ｎｇＤ１．ｔ．ｎ。。 Ｌ。。ｍｍｇＮ．ｔｗ。。

ｋ， ＧＬＤＬＮ）や，「世界知識パ ートナーシヅ プ」（Ｇ１ｏｂ．１Ｋｎ．ｗ１．ｄｇ．

　　　　　　　３）
Ｐ・・ｔｎ… ｈ１ｐ　ＧＫＰ）の立ち上げも行われている 。遠隔学修システムは次世代の高等教育において重

要な役割を果たすことになる 。世界開発ネ ソトワークと世界遠隔学修ネ ソトワークの比較検討や

相互の協力関係などについては，わが国ではほとんど研究が行われていない。この小論では後者

について論ずる余裕はないが，重要な検討課題である 。

　なお，この小論は，立命館大学経済学部の坂野光俊教授の退任記念論文集に寄稿したものであ

るが，１２年ほど前から ，坂野教授のご指導をいただいてきている後学の者として，私は坂野教授

の学識に多くを負 っているが，それらは以下の研究などを通じて長年にわたり賜わ ったものであ

る。 とりわけ，１９８７年以降，立命館大学人文科学研究所のｒ大学と地域」，ｒアカデミック ・イン

フラストラクチャー」，「大学都市会議」などの共同研究，また同大学国際地域研究所の「環日本

海アカデミック ・インフラ」などの研究を通じて，様々なご指導とご教示をいただいた。これら

の研究は，現在各方面で主張されている ，知識を基本として活用しようというｒ知価革命」や
　　　　　　　　　　　　　　４）
「知本主義」と通ずるものである 。私の本来の専門は法律学であるが，坂野教授のこ指導により ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６５４）
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アジア太平洋地域，北東アジア地域での人権，環境問題に興味関心を持つにいたり ，それが本稿

の扱っているネ ットワーク論や，私の最近の関心であるガバナンス研究，高等教育論にまで展開

してきているわけでもある 。ご退任にあたり ，改めて坂野教授に感謝の意を表したい 。

１）国際関係学部に所属する筆者，産業社会学部の林堅太郎教授，政策科学部のモンテ ・カセム教授の

　３名である 。なお，立命館大学における事務局担当者として世銀との連絡調整，日程企画立案などは

　主として，大森功一氏が行 った 。

２）ＥｄＴｅａｃｈ＠ｗｏ．１ｄｂａｎｋ　ｏｒｇこのパ ートナーシノ プには以下の大学が参加している 。Ｕｍｖｅ．ｓ１ｄａｄ

　Ｅｓｔａｔａ１ａ　Ｄ１ｓｔａｎｃ１ａ（ＵＮＥＤ） ，ＩＵＥＤ／ＵＮＥＤ　ｏｆ　Ｃｕ１ｄａｄ　Ｕｍｖｅｒｓ１ｔａｒｌａ ，Ｓｏｕｔｈ　Ａｆｒｌｃａｎ　Ｉｎｓｔ１ｔｕｔｅ　ｆｏｒ

　Ｄ１ｓｔａｎｃｅ　Ｅｄｕｃａｔ１ｏｎ（ＳＡＩＤＥ） ，Ｃｏｍｍｏｎｗｅａ１ｔｈ　ｏｆ　Ｌ
ｅａｍｍｇ

，Ｉｎｔｅｍａｔ１ｏｎａｌ　Ｃｅｎｔｒｅ　ｆｏｒ　Ｄ１ｓｔａｎｃｅ

　Ｌｅａｍｍｇ（ＩＣＤＬ）ｏｆ　Ｔｈｅ　Ｏｐｅｎ　Ｕｍｖｅｒｓ１ｔｙ（Ｕ　Ｋ） ，Ｃｅｎｔｒｅ　ｆｏｒ　Ｒ
ｅｓｅａｒｃｈ　ｍ　Ｄ１ｓｔａｎｃｅ　ａｎｄ　Ａｄｕ１ｔ

　Ｌｅａｍｍｇ（ＣＲＩＤＡＬ）ｏｆ　Ｔｈｅ　Ｏｐｅｎ　Ｕｎｌｖｅｒｓ１ｔｙ　ｏｆ　Ｈｏｎｇ　Ｋｏｎｇ
，Ｉｎｄｏｎｅｓ１ａｎ　Ｄｌｓｔａｎｃｅ　Ｌｅａｒｍｎｇ　Ｎｅｔ

　ｗｏｒｋ．

３）ｗｗｗ．ｇｌｏｂａ１ｋｎｏｗｌｅｄｇｅ
．ｏｒｇ．　世界知識パートナーシッ プのアクシ ョン ・サミットの第２回会議

　が，２０００年３月７日から１０日までクアラルンプルで開催予定である 。

４）　日本経済新聞，「知本主義への転換急げ」 ，１９９９年１２月２７日朝刊
。

１　世界開発ネ ットワークの立ち上げ

　（１）概　　要

　世界銀行は，１９９９年１２月５日から８日までの４日間，トイツのボンで第１回のｒ世界開発ネ ノ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
トワーク」会議をドイツ連邦政府との共催において開催した。これにより ，正式にネ ットワーク

の立ち上けが行われたことになる 。会議には，２８のドーナー（援助供与機関），１１１の途上国から

３００を超える機関（レシピエント機関を含む）が参加し，参加人員は当初の５００名の予定を超えて
　　　　　　　　６）
６００名以上となった。開催を前に，１２月５日の夕方，旧西ドイッの連邦議会議事堂であ ったブン

デスタークを会場に開会式が行われ，１２月６日からは会場をライン河にかかるケネディー橋のた

もとにある音楽堂べ一トーフエン ・ハレに移して５つのプレナリー・ セッション（全体会）と ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
４９のワーキンク ・セノション（作業会）が開催された。なお，会議用語は英語であ った 。

　（２）開発と知識

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
　世界銀行は，１９９８年度の報告書「開発における知識の役割」において，開発資金の提供 ・供与

のみによる開発は不十分であり ，開発にかかわる「知識」（ｋｎ．ｗ１．ｄｇ。）を人々が共有し，開発の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
現場においてそれを役立てることが必要である ，と述べている 。そして，その知識は，ｒ創出」

（ｇ．ｎ。。。ｔｍｇ）され，「共有」（。ｈ。。ｍｇ）されることが必要であり ，さらに政策に「結ぴつけられる」

（ｂ
・・ｄｇｍｇ）ことにより有効化されることになる 。

　開発のための知識は，世界銀行に膨大な形で蓄積されており ，出版物やインターネ ットを通じ

て利用可能とされている 。しかし，世銀以外にも国連やその他の国際的機関の組織 ・機関，各国

政府，民問機関，大学なども様々な知識を集積させている 。世界開発ネ ットワークでは，このよ

うな「知的集積」（これは坂野教授の造語かと思われる 。）をネ ットワークを通じて「共有」すること

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６５５）



　１６８　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４８巻 ・第４号）

が可能となる 。

　ウォルフェンソン世界銀行総裁は１９９５年の総裁就任以来，新しい形での開発援助について強力
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０）
な政策を推進している 。例えば，１９９７年のホンコンでの年次総会ではｒ包含するための挑戦」と

題する基調演説で開発の有効性を高めるため，パートナーシッ プの重要性を唱えている 。１９９８年

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１）
夏には，一連の調査活動の結果，ｒ開発のためのパートナーシッ プ： ビジ ョンからアクションヘ」

と題する報告書が出され，それが１９９８年の「包括的開発フレームワーク」（Ｃｏｍｐｒｅ
ｈｅｎｓ１ｖｅ　Ｄ

ｅ－

ｖｅ１ｏｐｍｅｎｔＦ
ｒａｍｅｗｏｒ

ｋ， ＣＤＦ）に結実している 。このフレームワークも ，世界開発ネ ソトワーク

によって最大限に展開されることとなる 。しかし，世界の各地や開発の現場では知識の集積間の

ギャッ プがあることも事実である 。ネ ットワークはこのようなｒ知識のギャッ プを埋める」こと

も目的としている 。

　知識のギャソ プは，南北間のみならず，南南間にも存在する 。したがって，世界ネ ノトワーク

の下に地域的ネ ットワークが必要であり ，現在，アジア，アフリカ ，南米など７カ所に地域的ネ

ソトワークが張られており ，世界開発ネ ソト担当局長のリン ・スクワイア氏によれば，これに対
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）
しては世銀からもこれまでに１千万ドル（１０億円）の資金的援助が行われているとのことである

。

　また，先進国にも３つのハブ的機能を持ったネ ットワークが張られることとなろうが，スクワ

イア氏によれば，日本，北米のどこか，そしてヨーロッパ（おそらくはボン）に置かれることとな

るとのことである 。もし日本にこのようなネ ットワークのハブが置かれることとなれば，１０の世

界開発ネ ットワークにおける日本の役割は非常に大きなものとなり ，アジア太平洋地域の各国 ・

地域からも大きな期待が寄せられることとなろう 。

　（３）知識と政策

　知識の共有の仕方は様々であるが，開発政策に「橋渡し」することもネ ットワークの大きな仕

事の一つである 。そこで，第１回の世界開発ネ ットワーク会議のテーマをｒ知識と政策を橋渡し

する」（Ｂ・ｌｄｇｍｇＫｎ・ｗ１・ｄｇ・・ｎｄＰ・ｌ１・ｙ）こととし，開発における資金 ・知識の供与者であるドー

ナー その受益者であるレシピエント ，それにその仲介を行うコーディネータの３者から成る参

加者が「橋渡し」の仕方について話し合ったわけである 。世銀としてもこのようなネ ットワーク

の機能に対して今後数年間に１千万ドルをさらに提供するとされている 。

　これまでの開発援助は２国問 ・２当事者のものが中心であり ，ドーナーとレシピェントが１対

１で向き合うものや，レシピエントの顔の見えないところで政府問協議が行われるものが多か っ

たと思われる 。この第１回ネ ットワーク会議では，２８のドーナーと多数のレシピェントが一堂に

会し，様々なセッションを通じて意見交換したことが最も特徴的であるといえる 。とりわけ，ド

イツによるオンライン ・ネ ットワークの提供，日本政府による開発賞の創設，スイスによる評価

の実施プログラム，ノルウェーによるデータ ・イニシアティブ，そしてスウェー デンによる世界

リサーチ ・プロジェクトなどのオファーが明らかにされたが，これらを含む会議の様子を以下に

見て見よう 。

５）その概要は，以下を参照。ｈｔｔｐ／／ｇｄｎｅｔ　ｏｒｇ／ｂｏｍ９９／ｍｄｅｘ　ｈｔｍ

６）会議後，世界銀行はＧｌｏｂａ１Ｄｅｖｅ１ｏｐｍｅｎｔ　Ｎｅｔｗｏｒｋ　Ｅ－Ｌｅｔｔｅｒ を発行しているが，１９９９年１２月２４日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６５６）
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　現在，３号の電子レターが出されており ，以上の記述はそれによる 。ｇｄｎｉ＠ｗｏ．１ｄｂ．ｎｋ．ｏ．ｇを参照
。

７）会議を共催したのは，世界銀行の他，ユニセフ ，国連開発計画，サン ・マイクロシステム杜，カナ

　ダ連邦政府国際開発研究センター 日本の総合研究推進機構，スイス連邦政府，日本政府，米国のフ

　リーダム ・ハウス ，米国の国際民間企業センターなどである 。

８）Ｗｏｒｌｄ　Ｂａｎｋ，Ｒｏ１ｅ　ｏｆＫｎｏｗ１ｅｄｇｅ　ｍ　Ｄｅｖｅ１ｏｐｍｅｎｔ，ユ９９８

９）以下の世銀ニュースも参昭。Ｗｏｒ１ｄ　Ｂａｎｋ　Ｉｎｓｔ１ｔｕｔｅ，ＷＢＩ　Ｎｅｗｓ，Ｖｏ１１ ，Ｎｏ１（Ｓｐｒｍｇ！９９９）

１０）　Ｔｈｅ　Ｃｈａ１１ｅｎｇｅ　ｏｆ　Ｉｎｃ１ｕｓ１ｏｎ

１１）　Ｐａｒｔｎｅｒｓｈ１ｐ　ｆｏｒ　Ｄｅｖｅ１ｏｐｍｅｎｔ　Ｆｒｏｍ　Ｖ１ｓ１ｏｎ　ｔｏ　Ａｃｔｌｏｎ

１２）それらは以下の通りである 。Ａｆｒｉｃａｎ Ｅｃｏｎｏｍｉｃ ＲｅｓｅａｒｃｈＣｏｎｓｏｒｔｉｕｍ
，ａｅｒｃｅｄ＠ｆｏｍ－ｎｅｔ．ｃｏｍ；

　Ｅａｓｔ　Ａｓ１ａｎ　Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ　Ｎｅｔｗｏｒｋ（ａｔ　ｔｈｅ　Ｉｎｓｔ１ｔｕｔｅ　ｏｆ　Ｓｏｕｔｈｅａｓｔ　Ａｓ１ａｎ　Ｓｔｕｄ１ｅｓ）
，ｃ

ｈ１ａ ＠ｍｅｒ１１０ｎ

　１ｓｅａｓ　ｅｄｕ　ｓｇ ，Ｅａｓｔｅｍ　Ｅｕｒｏｐｅａｎ　Ｎｅｔｗｏｒｋ（ａｔ　ｔｈｅ　Ｃｅｎｔｅｒ　ｆｏｒ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　Ｒｅｓｅａｒｃｈ　ａｎｄ　Ｇｒａｄｕａｔｅ

　Ｅｄｕｃａｔ１ｏｎ，Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　Ｉｎｓｔ１ｔｕｔｅ　Ｆｏｕｎｄａｔ１ｏｎ） ，ｒａｎｄａ１Ｉ丘１ｅｒ ＠ｃｅｒｇｅ　ｃｕｍ　ｃｚ ，Ｅｃｏｎｏｍｌｃ　Ｅｄｕｃａｔ１ｏｎ　ａｎｄ

　Ｒｅｓｅａｒｃｈ　Ｃｏｎｓｏｒｔ１ｕｍ（ｍ　Ｒｕｓｓ１ａ） ，ｅ１ｌｖｎｙ＠ｅｅｒｃ　ｒｕ ，Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　Ｒｅｓｅａｒｃｈ　Ｆ
ｏｒｕｍ

，ｅｒｆ＠ １ｄｓｃ　ｇｏｖ　ｅｇ
，

　Ｌａｔｍ　Ａｍｅｒ１ｃａｎ　ａｎｄ　Ｃａｒ１ｂｂｅａｎ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　Ａｓｓｏｃ１ａｔ１ｏｎ，ｎｏｒａ１＠ １ａｄｂ　ｏｒｇ ，Ｎｅｗ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　Ｓｃｈｏｏｌ　ｍ

　Ｒｕｓｓｉａ
，ｎｅｓ

＠ｎｅｓ．ｃｅｍｉ．ｒｓｓｉ．ｒｕ；Ｓｏｕｔｈ　Ａｓｉａｎ　Ｎｅｔｗｏｒｋ　ｏｆ　Ｅｃｏｎｏｍｉｃ　Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅｓ（ａｔ　ｔｈｅ　Ｉｎｄｉａｎ　Ｃｏｕｎ
．

　ｃ１１ｆｏｒ　Ｒｅｓｅａｒｃ
ｈ　ｏｎ　Ｉｎｔｅｍａｔ１ｏｎａ１Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　Ｒｅ１ａｔ１ｏｎｓ） ，ｄ１ｒｅｃｔｏｒ＠１ｃｒ１ｅｒ　ｒｅｓ　ｍ

　　筆者らは，本会議と並行して開催された「地域的開発ネ ットワーク」の特別セッションに参加した

　が，会議に参加していたはずのアジア（シンガポール）とアフリカのネ ットワーク責任者は現われず ，

　地域的ネ ットワーク間のばらつきを感じた 。

２　第１回世界開発ネ ットワーク会議

　（１）全　体　会

　プレナリー・ セッション（全体会）は，以下の様なテーマのもとに，第１全体会はブンデスタ

ークで，それ以外はべ一トーフェン ・ハレの大会議場で開催された 。

第１全体会　１９９９年世界開発ネ ットワーク

　ボルフガング ・クレメント ・ドイツ連邦ノートライン ・ベストファレン州首相，ステイグリッ

ノ　世銀上級副総裁，ハイテマリー・ ヒーソーレノク ・ノル　トイノ連邦経済協力開発省大臣
，

アッ ポロ ・ヌシバンビ ・ウガンダ首相が基調演説を行 った 。

第２全体会　知識と政策の間のギャッ プの橋渡し

　エラ ・バット ・インド自営女性協会事務総長，ケン ・リペンガ ・マラウィ教育大臣，アンド

レ・ アスレイ ・モロノコ 王国顧問，アレクサンタ ・ホシュコフ ・フルカリア副首相，シテムピ

ソ・ ヌヨー二 ・ジンハフエ国務大臣が演説を行った 。

第３全体会　新しい金融構造に関する議論に何が起こっているか

　イルマズ ・アクユズＵＮＣＴＡＤチーフ ・エコノミスト ，デイビッド ・フォルカーツ ・ランド

ー・ ドイッ銀行職員，イル ・サコン韓国世界経済研究所首席執行役員が演説を行った 。

第４全体会　政策的知識を杜会的参加に開放する

　アンデイン ・サバン ・セネガル国会副議長，ジ ョン ・ゲイジ ・サンマイクロシステム ・チーフ

サイエンティスト ，サード ・エディン ・イブラヒム ・エジプト開発研究センター理事長が演説を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６５７）
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行った 。

第５全体会　世界開発ネ ットワークの将来

　中井省 ・大蔵省財政金融研究所長，インゲ ・コールＵＮＤＰ開発研究局担当官が演説を行い ，

コフイ ・アナン国連事務総長，ジェームズ ・ウォルフェンソン世銀総裁がビデオ参加した 。

　（２）第１全体会

　１２月５日の第１全体会では，エジプトの経済調査フォーラムのへ一バ ・ハンドゥーサ氏（女

性）の司会の下に，ウガンダのヌシバンビ首相，ドイッのビーソーレック＝ツル経済協力開発省

大臣，スティグリッッ世界銀行チーフ ・エコノミスト兼上級副総裁などがプレゼンテーションを
　　１３）

行った。ヌシバンビ首相はレシピェントを代表して，世界開発ネ ットワークが人々のより急速な

生活改善に結び付くより良い政府政策に帰着するよう機能すべきことを主張し，国内的にも国際

的にも知識社会と政策決定者社会との間に不十分なインターフェイスしか存在していないことを

指摘した 。

　この会議を最後に世銀を去り ，スタンフォード大学の教授に就任する予定のスティクリソツ世

銀上級副総裁は，ｒ知識インフラと知識の地域化」というテーマの下に講演した。彼は，開発研

究と開発政策との聞のより強いリンクの必要性に言及し，そのような強力な結ぴ付きを育成する

ためにはアイデアを絞ることが必要である ，と述べた。その一例として，彼は公衆の監視の下に

置かれるべき透明性と公開性の原則に触れ，民間部門の金融取引，とりわけヘッジファンドや他

国籍金融機関における透明性の確保の必要性を主張した 。

　ドイソ政府の開発部門担当部省である経済協力開発省大臣（女性）は，非常に雄弁な仕方で ，

知識の不平等な配分と利用が平和的かつ持続可能な開発に対する障害となっており ，世界開発ネ

ソトワークが・情報に対する公平なアクセスを容易にする重要な１ステソ プである ，と述べた。そ

のために，ドイツ政府として水や保健研究のための世界的電子情報ネ ットワークの構築に貢献す

る用意があること ，また，開催地のポンに触れ，ボン市が国際的協カセンターとして，ネ ノトワ

ークにおける中心的役割を果たすことが可能である ，とも述べた。これは同夜のべ一ベル ・ディ

ークマン ・ボン市長（女性）の歓迎挨拶でも強調されたことである 。

　（３）第２全体会

　１２月６日の第２全体会においては，ドイッ連邦政府経済協同作業開発省のミヒャエル ・ホフマ

ン局長の司会の下に，ｒ知識と政策との間のギャッ プの橋渡し」について話し合われた。このセ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４）
ツションの最も重要なスピーカーは，インド自営女性協会のエラ ・バット氏（女性）であ った 。

バット氏は，研究者側の要求の多くはより多くの資金と時間となることが多く ，またややもすれ

ばより完全で包括的な研究を求めがちであるのに対し，政策決定者側は，多くの場合，研究結果

を性急に政策に反映させようとし，研究結果を待って政策決定をしようとしない傾向がある ，と

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５）
指摘する 。彼女は，政策研究の要点は，研究の活用にあることを強調した 。

　バット氏の指摘は，自営女性のための組織を立ち上げ，その運営に当たっている指導者の言葉

として真実味を持っており ，研究と政策とを，あるいは研究の社会的応用を研究に結び付けて考

えることの少ない我々アーム ・チェア研究者にとっ ては耳の痛い指摘であ った 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６５８）
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　（４）第３ ，第４全体会

　１２月７日の第３全体会では新しい金融構造に何が起こっているのかについて，また，１２月８日

の第４全体会では，政策的知識を杜会的参加に開放することについて報告が行われたが，第３全

体会ではメアリランド大学のヒエルモ ・カロボ教授の司会の下にスティグリッツ氏，ＵＮＣＴＡＤ

のチーフ ・エコノミストのイルマス ・アクユス氏，イル ・サコン前韓国大蔵大臣なとが開発にお

ける金融当局 ・金融機関のありかたを論じた。中でも ，スティグリッッ氏は，持論の「開発にお

ける参加，公開，透明」の３原則を展開し，人類がこれまでに獲得してきた知識を開発に活用す

ることにより途上国のすべての市民にとって真に持続可能な開発の果実がもたらされるべきであ
　　　　　１６）
る， と述べた。スティグリッツ氏の論は，参加に関する問題にも当てはまるものである 。特に参

加においては，参加の過程を保障することが重要であり ，そこにおいてはｒ法の支配」やｒ透明

性」の確保が本質的に重要である 。

　第４全体会は，インド国際経済関係調査評議会のイシャー・ ジャッ ジュ ・アールワリア氏の司

会の下に，セネガル，アメリカ ，エジプトの３名がプレゼンテーションを行ったが，サンマイク

ロシステムズのゲージ氏は，当日のインターナショ ナル ・ヘラルド ・トリビューン紙に掲載され

たウォルフェンソン世銀総裁の論文をパワーポイントで表示するなど，巧みなプレゼンテーショ

ンによって参加者を魅了した 。

　これに続き ，ドイッ語で基調演説を行ったヨハンネス ・ラウ ・ドイッ連邦大統領は，第１回世

界開発ネ ットワーク会議が成功裏に終了しようとしていることに触れ，政府が非政府組織と協力

して開発が行われること ，また各国の国民が連帯して人間 ・社会開発に取り組むことの重要性を

説いた 。

　（５）第５全体会

　会議の最終日の１２月８日午後，最終全体会が世界開発ネ ットワークの今後の在り方について議

論するために開催された。ハー バード大学のクエシ ・ボ ッチウェイ教授の司会の下，まず，コフ

ィ・ アナン国連事務総長がビデオを通じて，世界の民衆の発展のため知識がより公正に共有され

ることが重要であり ，インターネ ットを用いた知識の共有や，途上国の政府を支援するためにこ

のネ ットワークが膨大な可能性を有していること ，またそのような理由から ，開発ネ ットワーク

が失敗することがあってはならないと述べた。最後に，会場のべ一トーベン ・ホールに因んでチ

ェロを持ってインターラクティブ ・ビデオに登場したウォルフェンソン世銀総裁は，ところどこ

ろにユーモアを交えながら ，この世界開発ネ ットワークがスティグリッッ上級副総裁らの努力に

よっ て無事に立ち上げられつつあることに触れ，このネ ットワークにより貧困の減少や，人□増

加・ 都市化 ・環境悪化などの諸問題を克服することが可能となる ，と述べた。また，政府代表で

ある中井省 ・大蔵省財政金融研究所長によって発表された会議の東京招へいに関する日本政府の

表明にも感謝の言葉を送った。総裁は，また，会場からの２－３の質問にも応じた 。

　日本政府は，２０００年１２月に第２回会議を日本に招へいすることに加え，途上国の国民のための

最も優れた開発研究と開発プロジェクトに対して，それぞれ１２万５千ドルの賞金を提供すること

などを公表した 。

（６５９）
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　（６）作業セッション

　この会議では４９のワーキング ・セッシ ョン（作業セッション）が開催され，筆者も世銀が主催し

た第１セッションｒ研究者に対する世界開発ネ ットワークのプロダクツ」でパネリストとして報

告し，討議に加わ った 。

　作業セッションは７つのセッションが同時進行する形で行われていたので，筆者らはもちろん

そのすべてに参加できたわけではなく ，会議後のインターネ ット資料によっ てその全体像を知る

ことしかできないが，２０００年１月５日現在，まだ３－４のセッションの要約報告しか掲載されて

いない。したがって，これについては後日の検討に譲ることとしたい 。

　しかし，作業セッションの概要について記すれば，全体のセッションは次の３つのカテゴリー
　　　　　　　　　　　　　　　１７）
のいずれかに分類することができる 。

　１ ．「政策のための開発研究」土地改革，労働基準，成長に向けた貿易政策など，約２５のセッ

　　ションが持たれた 。

　２ ．ｒシンクタンクのためのビジネス」　効果的パートナーシップのための管理，技術オプショ

　　 ン， 知識マーケットなど，１４のセッションが開催された 。

　３ ．「世界開発ネ ットワーク ・プロダクッ」　このセッションのほとんどは世界開発ネ ットワー

　　ク事務局が組織したものであり ，研究者のためのプロダクッ ，ウェッブ戦略，グロー バル ・

　　リサーチ ・コンペなど，約１０のセッションが持たれた 。

　（７）ＧＤＮプロタクツに関する第１作業セッション

　参考までに筆者がパネリストとして参加した第１作業セソションの様子を報告する 。このセソ

ションは，研究者のためにＧＤＮがどのようなサービス（会議用語では「プロダクツ」）を提供する

ことができるかについて協議するものであり ，司会は世銀のハレー・ ブリディ氏（女性）が担当

した。パネリストは立命館大学およぴ立命館アジア太平洋大学を代表する形で報告を行った筆者

の他，ハンカリーの中央ヨーロヅパ大学（ソロス財団の創設）のステファン ・メスマン教授（法律

学），シンガポールのアジア ・ヨーロッパ財団のウルリッヒ ・二一マン氏，フォード財団のマニ

ュェル ・モンテス氏であった 。

　メスマン教授に続いて報告を行った私は，戦後における日本の経済発展の概要，１９９０年代以降

における大学等の高等教育機関における国際開発研究の進展状況，人口比との関係で６００を超え

る多数の大学等が国内学生だけをターケ ソトとしてほとんど日本語のみによって授業を行ってい

る日本の大学の現状について簡単に触れた。また，ＧＤＮプロダクツとしてのスタッフ交流プロ

グラム ，リサーチ ・アソシェイツ ・プログラム ，スカラシッ プ・ プログラムのいずれにおいても

立命館アジア太平洋大学がその機会を提供することが可能であり ，世界開発ネ ットワークに学校

法人立命館としても大きな貢献をすることができることについて述べた。とりわけ３６億円に及ぶ

資金を基礎として合計で１６００名もの国際学生を立命館アジア太平洋大学に招くことが可能であり ，

教育や研究も英語と日本語の２言語によること ，またアジア太平洋地域における教育研究のため

の大学間ネ ットワークの構築に向けて既に１９９９年７月に別府で国際会議を開催したことなどに言

及したが，参加者の大きな関心を集めた。会議後，ニューヨークのフォード財団を訪問し，モン

テス氏と懇談したが，同財団としても学校法人立命館のこのような動きには非常に興味関心を持

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６６０）
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っており ，同財団がハワイ大学ハワイ ・アジア太平洋学部に資金提供している「移動する文化」

プロクラムなとを参考にしたプロジェクトの企画が望ましいとのことであ った。また，それに先

立ち ，文部省科学研究費による高等教育ネ ノトワークの共同研究のためアメリカン大学国際関係

学部を訪問した際，同学部において既にＧＤＮホームページが開設されており ，関連教員やプロ

グラムにアクセス可能とされているのを見て，非常に驚くとともに，立命館アジア太平洋大学に

おける関連の具体的プロクラムの早期立上の必要性を感じた次第である 。

１３）会議はぺ一パーレス会議であ ったため講演原稿などは会場で配布されなかった。以下の記述は，主

　として次の資料による 。ｈｔｔｐ ：／／ｇｄｎｅｔ．ｏ．ｇ／ｂｏｍ９９／ｃｏｎ冊ｖｅ．ｈｔｍ

！４）Ｍｓ　Ｅ１ａ　Ｂｈａｔｔ，ｆｏｕｎｄｅｒａｎｄ　ｇｅｎｅｒａ１ｓｅｃｒｅｔａｒｙ　ｏｆｔｈｅ　ＳｅｌｆＥｍｐ１ｏｙｅｄ　Ｗｏｍａｎｓ　Ａｓｓｏｃ１ａｔ１ｏｎ　ｏｆ　Ｉｎｄ
１ａ

１５）　ｈｔｔｐ／／ｇｄｎｅｔ　ｏｒｇ／ｂｏｍ９９／ｃｏｎＨ１ｖｅ２ｈｔｍ

１６）同旨の主張が以下の論文においても紹介されている 。Ｓｔｉｇ１ｉｔｚ，Ｔｈｅ　Ｒｏ１ｅ　ｏｆ　Ｐａｒｔｉｃｉｐａｔｉｏｎ　ｉｎ　Ｄ
ｅ－

　ｖｅ１ｏｐｍｅｎｔ，０〃肋〃ん，Ｖｏ１ ．１ ，Ｎｏ． １（Ｓｕｍｍｅｒ１９９９）
，ｐ

．１０

１７）　 ３つのセノシ ョン　カテコリーの英語表記は次の通りである 。１　Ｄｅｖｅ１ｏｐｍｅｎｔ　Ｒ
ｅｓｅａｒｃ

ｈ　ｆｏｒ

　Ｐ
ｏ１１ｃｙ ，２　Ｔｈｅ　 Ｂｕｓｍｅｓｓ　ｏｆ　Ｔｈｍｋ　Ｔａｎｋ

ｓ， ３　ＧＤＮ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ

３　ネ ットワークにおける大学の役割

　（１）教育から学修ヘ

　トイノでの会議参加の後，コロンヒア大学やアメリカン大学での共同研究を終えて帰国の途に

ついた私の念頭を離れなかった一つの問題がある 。それは，世界開発ネ ットワーク ，世界知識パ

ートナーシッ プ， 世界遠隔学修ネ ットワークなどは，本来，世界の各地の大学や高等機関が先ん

じて行うべき作業ではなか ったか，ということである 。なぜそのようなことが大学にはできない

のであろうか。もちろん，世界各地域の大学ネ ットワーク ，とりわけアジア太平洋地域における

「アジア太平洋大学学長会議」（ＡＵＡＰ）や「アセアン大学ネ ノトワーク」（ＡＵＮ），さらには「ア

ジア太平洋大学モービリティー」プログラム（ＵＭＡＰ）などが着実な発展を遂げつつあることは

事実である 。しかし，それらの内容や規模は例えば前述の３つのネ ットワークには及ぶべくもな

い状態である 。また，とりわけわが国の大学においては大学間ネ ットワークや大学 コンソーシア
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８）
ムという考え方はまだきわめて限られた機能しか果たしていない 。

　さらに，「学修」（１。。ｍｉｎｇ）という言葉も頭から離れないキーワードの一つであ った。学修と

は学ぶ主体の能動的な行為であり ，教育とは学修の素材を提供することにすぎないのではないか 。

もし上述のようにｒ教育のネ ットワーク」ができないのであれば，その代わりにｒ学修のネ ット

ワーク」を構築することはどうだろうか。教育とはよく考えて見れば，「教え育む」ことであり
，

教える側の観点から物事が整理されていることになる 。これが実際には「教え込む」こととなり ，

教える側の都合で教育内容が決められることにつながる 。これに対して，学修とは，成長し発展

する主体の側の能動的な取り組みであり ，学びたいから人問として杜会的に成長 ・発展するので

ある 。

　人間の学修への要求は時問的，場所的に多様であり ，一つの教育機関，一時期の教育期問にお

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６６１）
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いて完結すべきものではない。そこに，学修場所を多様に提供するネ ットワークや遠隔学修シス

テムが必要となる 。

　このような「学修」という観点に立つと ，難問のいくつかが解決されることになる 。それらに

ついて以下に検討しよう 。

　（２）自由と民主主義

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９）
　アマルティア ・センは，その著ｒ白由としての発展／開発」において，政治的参加，経済的発

展， 社会的成長のための能力が個人の人間的自由の中にこそ存在するものである ，と説いている 。

何人に対してもそのような「自由への参加」を保障する制度が民主主義であると定義すれば，各

人の能力開発のための学修こそが人間開発（ｈｕｍａｎ　ｄｅｖｅ１ｏｐｍｅｎｔ）の原点に位置付けられなけれ

ばならない，と思われる 。学修を通じて自由への参加が促進され，別言すれば「物事が分かるよ

うになる 。」与える教育の自由（学問や研究の自由など）よりも ，主体的に取り組む学修の自由こ

そが上位に置かれなければならない。このような形で民主主義を発展させ，強化することは，セ

ン博士の言うように「発展過程の本質的な要素」であり ，そこにおいて民主主義は，「価値や規

範の創造における ，（１）その本来的重要性，（２）その付随的貝献性，そして（３）その建設的役割を果た

　　　　　　　　　　２０）
すことができるのである 。」大学は，こうして，自由と民主王義が成長 ・発展する場を提供する

ことになる 。大学の場合，スティグリッッ上級副総裁の唱える「参加，公開，透明性」を十分に

保障しつつ，開発コミットメントを行うこともできる 。

（３）ＧＤＮプロダクツ

世界開発ネ ットワークが提供すべきプロダクッとして，会議事務局は次の１０項目をあげている 。

１． 年次総会とその他の会合　年次総会を２０００年に開催すると同時に，一連の地域ネ ットワー

　ク会議を開催する 。

２　世界開発賞　途上国の開発専門学者や実務家を顕賞するための授賞プロクラムである 。

３． 地域リサーチ ・コンペティシ ョン　質の高い，政策関連のリサーチに対して，世界中で資

　金が得られるような目的に資する競争的プロセスを導入する 。

４． 世界リサーチ ・プロジェクト成長の説明を可能とするリサーチプロジェクトであり ，現

　在６地域で進行中である 。

５　リサーチ ・アソシェイト訓練プログラム　短期問において途上国の若手研究者を特別プロ

　グラムにおいて訓練するものである 。

６． スタッフ交流プログラム　世界の各地における ，政策スタッフと研究機関の間での交流を

　容易にすることを目的としたプログラムである 。

７． インタラクテイブ ・ウェッ ブサイト ・プロジェクト　開発知識を交換するための「スーパ

　ーサイト」を創設するプロジェクトである 。

８． スカラシッ プ・ プログラム　開発関連分野における博士課程受講を選別された受講者に可

　能とするためのプログラムである 。

９． データ分析イニシアティブ　政策関連リサーチのデータの入手，利用の改善のためのプロ

　グラムである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６６２）
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　１０．評価プログラム　各研究 ・政策機関などにおける能力や，各機関の目的を評価にかけるた

　　めのプログラムである 。

　これらのプロダクツに対して，大学はそのほとんどを提供することが可能である 。例えば ，

「世界リサーチ ・プロジェクト」に関して筆者が入手した資料では，総合的成長，市場と成長 ，

成長のミクロ ・デターミナント ，成長の政治経済学の４課題に関して，合計で２４のプロジェクト

が走っている 。また，筆者がドーナーズ会議でも主張したことであるが，スカラシッ プ・ プログ

ラムも博士課程の院生に限定する必要はないと思われる 。

　（４）　ドーナー レシピエント ，コーディネーター

　世界開発ネ ットワークにおいて，大学は，ドーナー レシピエント ，コーディネータの３つの

役割をそれぞれ事柄に応じて担うことができる 。授業料や国費，補助金に頼ることが至上命令で

ある限りにおいて，大学はレシピエントとしてしか機能しえないが，大学が有する「知の資産」

を様々な経済的，文化的手法によって内部（学修者）や外部世界にドーナーとして提供すること

ができるのである 。もちろん，大学の研究者 ・職員のコー ディネイト機能を高めることにより ，

ネノトワーク機能を局度に推進することも可能となろう 。これまで大学にはコーティネイト機能

を呆たすことができる人的資源が限られていたという事実も否定できないが，この分野での人材

育成も急務であろう 。

　（５）地域ネ ットワーク（東アジア開発ネ ットワークを例にして）

　世界銀行の世界開発ネ ットワークは，もともと地域ネ ットワークをべ一スとして発展してきた

ということができる 。そこで，最後に，日本に最も近いという意味でｒ東アジア開発ネ ットワー

ク」の例によりつつ，地域開発ネ ットワークと大学の役割について考察することとする 。

　東アジア開発ネ ットワークの事務局は，現在，シンガポールの東南アジア研究所（ＩＳＥＡＳ）に
　　　　　２１）
置かれている 。ネ ットワークの創設会議は，１９９９年６月２８日一２９日にＩＳＥＡＳにおいて ，東アジ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２）
アの２５の研究機関の参加の下に開催された。このネ ットワークの当面の目的は，ドーナー・ ファ

イナンシングを呼び込み，開発に関する世銀のデータを活用し，地域内 ・地域問のスタッフ交流

を促進し，またこの地域の研究者による良質の研究を創造すること ，とされた。このネ ットワー

クは，世界リサーチ ・プロジェクトにも参加し，また東アジア開発ネ ットワーク独白のプロジェ

クトとして，タイ開発研究所による「東アジア地域における持続的開発のインディケーター」に

関する研究もスタートしている 。また，個別研究者からのリサーチ ・プロジェクトも受け付けら

れており ，それらはオーストラリア国立大学のハインノ ・アーント教授ら４名からなる審査委員

会によって競争的審査の下に資金が配分されることになっている 。さらに，若手のエコノミスト

に対してフェローシッ プが提供されたり ，加盟研究所等からスタッフの世銀の訓練プログラムヘ

の派遣も行われている 。

　東アジア開発ネ ットワークには日本の大学 ・機関は参加していない。おそらくはその存在すら

わが国では知られていないのであろう 。しかし，その加盟リストから明らかなように，フィリピ

ン国立大学，イントネシア国立大学なと ，大学が中核的役割を果たしている 。現在は８カ国から

なるネ ットワークであるが，わが国を中核とするネ ットワークが２０００年中にも張られることとな

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６６３）
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るのは前述の通りであり ，東アジア開発ネ ソトワークやインドを中心とする南アジア開発ネ ソト

ワークとの連携も当然に必要となろう 。

１８）　この点で，坂野教授らが中心となり起動 ・展開させた「大学と地域」，「大学都市会議」が京都市内

　の４０近くの大学 ・短大による「京都 ・大学 コンソーシアム」に発展し，また「環日本海アカデミッ

　ク ・インフラ」研究が北東アジアの５カ国を含む京都府の「環日本海アカデミック ・フォーラム」に

　発展したことは特筆に値するものである 。また，立命館アジア太平洋研究センター が１９９９年７月に別

　府で行った「アジア太平洋地域の高等教育と大学問国際コンソーシアム」に関する会議もこのような

　観点から注目されるべきものである 。
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ｄｅｍｙ　ｏｆ　Ｓｏｃ１ａ１Ｓｃ１ｅｎｃｅｓ（ＣＡＳＳ）

む　　す　　び

　現在，わが国の大学及び大学人の前には世界開発ネ ットワークヘの参加，されにはそれの意欲

的構築という大きな挑戦が突きつけられている 。それに関連して，前述の「世界遠隔学修ネ ソト

ワーク」や，ｒ世界知識パートナーシッ プ」とのリンケージ問題も出てこよう 。立命館アジア太

平洋大学の２０００年４月開学は，このような挑戦に対するわが国の大学としての一つの回答を提供

するものであるが，より一層本格的なコミットメントが緊急に求められていることに疑いはない 。

（６６４）
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